
 不利益処分名

根拠法令・条項

 所    管    課

 処　分  基  準 　・設　定　　　・設定できない　　　・基準を公開できない

聴聞又は弁明の別 ・聴　聞 ・弁　明

個別法により聴聞
又は弁明の手続の
適用が除外される
場合の根拠法令及
び条項

「不利益処分」基準等公開票（法律又は命令）

聴聞・弁明の機会
の付与の区分

（処分基準を設定
できない場合及び
基準はあるが公開
できない場合は、
その理由）

（聴聞又は弁明の
手続を省略する場
合の根拠条項等）

ただし、行政手続法第１３条第２項第４号に規定する
「納付すべき金銭の額を確定し、一定の額の金銭の納付
を命じ、又は金銭の給付決定の取消しその他の金銭の給
付を制限する不利益処分をしようとするとき。」に該当
するため、手続を省略する。

特別児童扶養手当の支給の制限

特別児童扶養手当等の支給に関する法律第６条～９条

障害福祉部　障害支援課

特別児童扶養手当等の支給に関する法律第６条、第７条、第８条、第９条

（支給の制限）
第六条  手当は、受給資格者の前年の所得が、その者の所得税法 （昭和四十年法律
第三十三号）に規定する控除対象配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」とい
う。）並びに当該受給資格者の扶養親族等でない児童扶養手当法 （昭和三十六年法
律第二百三十八号）第三条第一項 に規定する者で当該受給資格者が前年の十二月三
十一日において生計を維持したものの有無及び数に応じて、政令で定める額以上で
あるときは、その年の八月から翌年の七月までは、支給しない。

第七条   父又は母に対する手当は、その父若しくは母の配偶者の前年の所得又はそ
の父若しくは母の民法 （明治二十九年法律第八十九号）第八百七十七条第一項 に
定める扶養義務者でその父若しくは母と生計を同じくするものの前年の所得が、そ
の者の扶養親族等の有無及び数に応じて、政令で定める額以上であるときは、その
年の八月から翌年の七月までは、支給しない。

第八条   養育者に対する手当は、その養育者の配偶者の前年の所得又はその養育者
の民法第八百七十七条第一項 に定める扶養義務者でその養育者の生計を維持するも
のの前年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、前条に規定する政
令で定める額以上であるときは、その年の八月から翌年の七月までは、支給しな
い。

第九条   　震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、自己又は所得税
法 に規定する控除対象配偶者若しくは扶養親族の所有に係る住宅、家財又は政令で
定めるその他の財産につき被害金額（保険金、損害賠償金等により補充された金額
を除く。）がその価格のおおむね二分の一以上である損害を受けた者（以下「被災
者」という。）がある場合においては、その損害を受けた月から翌年の七月までの
手当については、その損害を受けた年の前年又は前前年における当該被災者の所得
に関しては、前三条の規定を適用しない。


